
【様式第1号】

自治体名：西はりま消防組合

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,855,588   固定負債 2,105,293

    有形固定資産 1,024,943     地方債等 16,000

      事業用資産 196,335     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 2,089,293

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 257,886     その他 -

        建物減価償却累計額 -62,425   流動負債 170,744

        工作物 -     １年内償還予定地方債等 -

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 6,330     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -5,457     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 170,677

        航空機 -     預り金 67

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 2,276,037

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 1,855,588

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,198,017

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,723,881

      物品減価償却累計額 -2,895,273

    無形固定資産 130

      ソフトウェア 130

      その他 -

    投資その他の資産 830,515

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 830,515

        減債基金 -

        その他 830,515

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 78,019

    現金預金 78,019

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 -342,429

資産合計 1,933,607 負債及び純資産合計 1,933,607

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：西はりま消防組合

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 2,192

    その他 -

純行政コスト 2,951,788

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,192

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    使用料及び手数料 4,776

    その他 27,932

純経常行政コスト 2,953,980

      社会保障給付 29,050

      その他 1,527

  経常収益 32,708

        その他 2,528

    移転費用 231,746

      補助金等 201,168

      その他の業務費用 2,538

        支払利息 9

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 10

        減価償却費 340,310

        その他 88

        その他 2,153

      物件費等 571,342

        物件費 230,934

        職員給与費 1,968,065

        賞与等引当金繰入額 170,677

        退職手当引当金繰入額 40,168

  経常費用 2,986,688

    業務費用 2,754,942

      人件費 2,181,063

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：西はりま消防組合

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 -94,498 2,081,952 -2,176,450 -

  純行政コスト（△） -2,951,788 -2,951,788 -

  財源 2,703,857 2,703,857 -

    税収等 2,680,851 2,680,851 -

    国県等補助金 23,005 23,005 -

  本年度差額 -247,931 -247,931 -

  固定資産等の変動（内部変動） -226,364 226,364

    有形固定資産等の増加 141,433 -141,433

    有形固定資産等の減少 -340,310 340,310

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 -27,487 27,487

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -247,931 -226,364 -21,567 -

本年度末純資産残高 -342,429 1,855,588 -2,198,017 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日



【様式第4号】

自治体名：西はりま消防組合

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 67

本年度末歳計外現金残高 67

本年度末現金預金残高 78,019

財務活動収支 -

本年度資金収支額 2,124

前年度末資金残高 75,829

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 77,953

    地方債等償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

    資産売却収入 2,192

    その他の収入 -

投資活動収支 -116,734

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 24,699

    国県等補助金収入 22,507

    基金取崩収入 -

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 141,433

    公共施設等整備費支出 141,433

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 498

業務活動収支 118,858

【投資活動収支】

    税収等収入 2,680,851

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 4,776

    その他の収入 27,932

  臨時支出 -

    移転費用支出 231,746

      補助金等支出 201,168

      社会保障給付支出 29,050

      その他の支出 1,527

  業務収入 2,713,559

    業務費用支出 2,363,454

      人件費支出 2,129,492

      物件費等支出 231,032

      支払利息支出 9

      その他の支出 2,920

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,595,200



有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)

本年度増加額 

(B)

本年度減少額 

(C)

本年度末残高 

(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末

減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額 

(F)

差引本年度末残高 

(D)-(E) 

(G)

 事業用資産 264,216 - - 264,216 67,882 8,077 196,335

　  土地 - - - - - - -

　　立木竹 - - - - - - -

　　建物 257,886 - - 257,886 62,425 7,376 195,461

　　工作物 - - - - - - -

　　船舶 6,330 - - 6,330 5,457 701 874

　　浮標等 - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　土地 - - - - - - -

　　建物 - - - - - - -

　　工作物 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 物品 3,644,963 141,433 62,515 3,723,881 2,895,273 331,313 828,609

合計 3,909,180 141,433 62,515 3,988,098 2,963,155 339,390 1,024,943

有形固定資産に係る行政目的別の明細 （単位：千円）

区分
生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

 事業用資産 0 0 0 0 0 196,335 0 196,335

　　土地 - 0

　　立木竹 - 0

　　建物 195,461 195,461

　　工作物 - 0

　　船舶 874 874

　　浮標等 - 0

　　航空機 - 0

　　その他 - 0

　　建設仮勘定 - 0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 - 0 0

　　土地 - 0

　　建物 - 0

　　工作物 - 0

　　その他 - 0

　　建設仮勘定 - 0

 物品 828,609 828,609

合計 0 0 0 0 0 1,024,943 0 1,024,943

地方債(借入先別)の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

一般単独事業

((新)緊急防災・減債事業)
16,000 0 16,000

合計 16,000 0 0 16,000 0 0 0 0 0 0

地方債(利率別)の明細 （単位：千円）

16,000 16,000 0.070%

地方債(返済期間別)の明細 （単位：千円）

16,000 4,000 4,000 4,000 4,000

市中銀行 その他の金融機関 市場公募債 その他

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下

2.0％超

2.5％以下

2.5％超

3.0％以下

3.0％超

3.5％以下

3.5％超

4.0％以下
4.0％超

(参考)

加重平均利率

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構

地方債残高 1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内

5年超

10年以内

10年超

15年以内

15年超

20年以内
20年超



基金の明細 （単位：千円）

現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)

(参考)財産に関する調

書記載額

830,515 830,515

830,515 0 0 0 830,515 0

引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

退職手当引当金 2,076,613 40,168 27,488 2,089,293

賞与等引当金 159,274 170,677 159,274 170,677

合計 2,235,887 210,845 186,762 0 2,259,970

財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 金額

2,680,851

2,680,851

国庫支出金 22,677

都道府県支出金 328

計 23,005

国庫支出金

都道府県支出金

計 0

23,005

2,703,857

財源情報の明細 （単位：千円）

純行政コスト 2,951,788 498 2,400,136 551,154

有形固定資産等の増加 141,433 22,507 118,926

貸付金・基金等の増加

その他

合計 3,093,221 23,005 0 2,519,062 551,154

資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金・預金 78,019

合計 78,019

種類

退職手当支給準備金

合計

区分 前年度末残高

その他

小計

国県等補助金

資本的 補助金

経常的 補助金

地方譲与税

地方消費税交付金

地方交付税

分担金及び負担金

本年度増加額

小計

合計

区分 金額

内訳

国県等補助金 地方債等 税収等 その他

本年度減少額
本年度末残高

財源の内容

一般会計

税収等

市税



 

 

注記 

 

1  重要な会計方針 

  ⑴  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①  有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア  昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ  昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

②  無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵  有形固定資産等の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

②  無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

⑶  引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付 

債務及び年金資金の見込み額に基づき計上しています。 

 

②  賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ

本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑷  リース取引の処理方法 

①  ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑸  資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 



 

 

⑹  その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

 

2  重要な会計方針の変更等 

⑴  会計方針の変更 

    変更なし 

⑵  表示方法の変更 

    変更なし 

⑶  資金収支計算書における資金の範囲の変更 

    変更なし 

 

3  重要な後発事象 

⑴  主要な業務の改廃 

   該当なし 

⑵  組織・機構の大幅な変更 

   該当なし 

⑶  地方財政制度の大幅な改正 

   該当なし 

⑷  重大な災害等の発生 

   該当なし 

 

4  偶発債務 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当なし 

 ⑵ 係争中の訴訟等 

   該当なし 

 

5  追加情報 

⑴  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①  地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

 


